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Fig．20　Load　versus　Out　of　Plane　Displacement　of
　　　　Node　6　Relationship
4．結　　語
　回報1）で鋼構造立体骨組の新しい非線形解析法の基
礎理論を提示した．この解法は基本的には塑性関節法
に立脚し，要素の剛性行列の中に要素両端の弾塑性域
72 立体骨組構造物の非線形解析法（II）
の仮想の長さゐを含んでいる．本報では，この本解法
の簡略化を可能ならしめると同時に精度の確保に大き
く関与する量4ρについて検討し，この値を要素両端の
部材端力を用いて決定することにより，本解法が通常
はりや柱などを1要素とする従来の塑性関節法と同程
度の自由度に簡略化され得ることを示した．
　また，この簡略解法を用いてH形断面柱の三次元的
な弾塑性挙動や強軸界面と弱下構面に水平力を受ける
2層1スパン鋼ラーメンの挙動およびK形筋違付き1
層ラーメンの面外座屈後挙動などを解析し，充分な要
素数で行った精解やポテンシャルエネルギ増分停留原
理に基づく既往の解析結果および実験結果等と比較し
て，本解法が部材を微小な繊維に細分割する「部材細
分割法」に準じる精度を有することを確認した．
の非線形解析法（1），長崎大学工学部研究報告，第
15巻，第24号，昭和60年1月
2）修行稔：定軸力と繰返し二軸曲げ荷重を受ける
鋼構造部材断面の弾塑性挙動について（その1），日
本建築学会論文報告集，第323号，昭和58年1月，同
　（その2），第329号，昭和58年7月
3）藤本盛久，岡田久志：鋼構造骨組の三次元弾塑性
挙動に関する研究，その1　三次元鋼構造骨組の模
型実験，日本建築学会論文報告集，第244号，昭和51
年6月
4）藤本盛久，和田　章，岩田　衛，中谷文俊：鋼構
造骨組の三次元非線形解析，日本建築学会論文報告
　集，第227号，昭和50年1月
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注1）塑性関節部の塑性接線剛性言ρの算定法について
　　前町1｝（ll）式～（17）式において5ρの計算法を示
　したが，軸力・二軸曲げモーメント・そりモー
　メントの4成分が存在する場合は厳密には，
1三翻　　ω
　こζに，4δθと4δρはそれぞれ4δの弾性成分
　と塑1生成分，∬は単位行列
　となるから，ルのみが存在するとして求めた前
　報（14）式と同様に，
　　4f＝（∬一8）一1・54δ　　　　　　　　　　　　　　　　　（ii）
　となり，5ρは次式で求めねばならない．
　　5ρ；（1－8）一1・5　　　　　　　　　　㈲
　ところが，㈹式を用いると数値計算が不安定に
　なりやすい傾向があったため，これまで近似的
　に前報㈲式を用いてきた．しかし，その後の検
　討の結果（ii拭を変形した，
　　5ρ＝（sL∬）一1　　　　　　　　　　　（iv）
　ならば上記の問題は生じないことが確認できた．
　解析精度に関係するので前報（1η式に代わり上記
　（iv＞式を用いる方がよい．
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